














   In 2006, the mayor of Gifu city in the Chubu region of Japan introduced a plan in the City Assembly to 
transfer the jurisdiction of Municipal Gifu Commercial High School to a private school corporation: 
日本の地方教育政策はいかに決定されるか 
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Ritsumeikan. This rather abrupt proposal caused consternation within and beyond the city assembly lasting 
years. There ensued internal strife among political groups in the municipal assembly. In 2007, the city Board 
of Education decided on the policy of closing the municipal high school. However, a plan to attract 
Ritsumeikan was voted down by the municipal assembly, in 2008. The mayor resigned to consult the 
electorate and the will of residents. Though the mayor was returned the next year, the Ritsumeikan plan was 
rejected again, 22 to 21 by the municipal assembly. The issue of local educational reform was embroiled in 
political strife and the Board of Education's school closure policy was thought to be merely an endorsement 
of the mayor’s policy. Since 1956, as members of the Board of Education in Japan are appointed by the 
heads of local government the independence of the boards has been always been in imminent crisis and it is 
difficult to see a board of education defying a city hall under the 1956 system.  Since the 1970s, almost all 
children in Japan enter upper secondary school. However, due to the dwindling birth rate and change of 
industrial structure etc., the meaning of high school has changed. The Gifu city case is a local but also urgent 
matter with wider implications in Japan relating to the structural difficulty of educational reform.
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ふ　平 成 20 年（2008 年）7 月 15 日　No.1600）。
市教育委員会の市岐阜商高廃止の方針は，あくま
で立命館への移管とは無関係と強調されていたが



















2008 年 8 月 27 日付朝刊），市議会は「市岐商・立































































































































　3 月 1 日，市岐阜商校の卒業式で，市長と PTA
会長が立命館誘致と存続にからみ来賓祝辞の中で
応酬するという場面もあったが（岐阜新聞 2009








































　2009 年 3 月 27 日，岐阜市議会本会議で立命館
誘致関連費を削除した新年度修正予算案が諮られ
た。午前 11 時 50 分，起立による採決により修正
予算案は 22 対 21 の一票差で可決（市議会定数 44
で，議長は表決に加わらず，市議会議員全員が出
席。自民党会派の内，立命館誘致反対が 11 名で
立命館誘致賛成が 12 名。前年 12 月の議会を退席
および欠席していた2名は，今回共に立命館誘致
にまわった。立命館誘致支持を表明していた公明















































































市立女子高等学校」となった 13。1970 年に 919 名
だった生徒数は，立命館への移管直前の 2005 年



















































































事長を 2004 年 6 月に訪ねたが，一度「話は立ち消
えた。十二月に立命館側から声が掛かり交渉に入っ



























































にも述べたように，2008 年 3 月 27 日，岐阜市教
育委員会は市岐阜商高の廃止方針を決定し，その

































































































































































































































































・ 立命館の学費（年間約 80 万円）は高額で格
差を生む
・ 市岐阜商高の40年の歴史と伝統は失われる
・ 既存の学校の生徒募集にも影響する
活性化 ・ 全国的にも有名な私学の誘致は教育ブランドの
全国発信になる
・ 子どもを持つ若い世代の住居者が増える
・ 経済効果の具体的な数値は何も示されていない
・ 中高生では定住人口の増加にはつながらない
説明責任 ・ 議会などでさまざまな議論が行なわれた。市民
説明会も開催した
・ 市民への説明が不十分で議論が尽くされてい
ない
※岐阜新聞2009年1月10日付朝刊，朝日新聞2009年1月9日付朝刊などから，筆者作成
市立岐阜商業高等学校，立命館移管への主な論点
学びわ湖守山キャンパスへ移転。立命館守山中
学校開校。
10月　「教育による岐阜市の活性化有識者会議」発足
（08年2月まで6回開催）
〈2008年〉
３月　市議会文教委員会で教育長「市岐商存廃は立命
館移管とは別問題」と強調（25日）
　　　市教委定例会で市岐阜商高の将来的な廃止方針
を決定（27日）
４月　超党派による「市岐阜商校の在り方を考える議
員の会」発足
６月　市長，市議会で立命館誘致を正式表明（18日）
７月　市岐阜商高硬式野球部，全国高等学校野球選手
権岐阜大会優勝。甲子園出場へ（五年ぶり，4回
目）
８月　市岐阜商高硬式野球部，甲子園で初勝利（8日）
９月　市議会「市岐商・立命館問題対策特別委員会」
を設置（1日）
11月　立命館「来年3月までに結論が出なければ白紙
撤回」と表明（9日）
　　　立命館誘致，市岐阜商高存続の各請願が市議会
に提出（17日）
　　　市岐阜商高存続を求める市民がシンポジウム開
催（26日）
　　　市教委，市岐阜商高生徒に廃止方針を説明 。市
議会第二会派「市民ネットクラブ」分裂（ 28日）
12月　市岐阜商高同窓生らによる学校存続を求める著
名18万人超を市教委に提出（8日）
　　　市議会文教委員会，市岐阜商高存続請願を5対2
で採択。立命館誘致を2対5で不採択（9日）
　　　市議会本会議で，市岐阜商高存続の請願を採択
（27対14：欠席1，退席1）。立命館誘致の請願
は不採択。市長，辞職願を提出。出直し市長選
挙への出馬表明（11日）
　　　誘致派市議らの呼びかけで，市民有志が滋賀県
守山市の立命館守山高等学校を視察（19日）
〈2009年〉
１月　市長選で細江茂光氏が無投票当選（18日）
２月　市議会文教委員協議会で，市教育長が「最短で5
年以内に廃止」との見解（3日）
３月　市長，立命館誘致関連予算を盛り込んだ09年度
一般会計当初予算案を市議会に提案（5日）
　　　立命館，市長の市議会答弁に懸念表明（18日）
　　　市議会総務委員会で市岐阜商高存続議員が提出
した誘致関連費を削除した予算修正案が否決
（賛否は4対4で同数。委員長による採決で否決
決定）。市議会政治倫理審議会（25日）
　　　市議会本会議で予算案修正案を可決（22 対
21）。市岐阜商校・立命館問題の白紙撤回決議
を可決。市岐阜商高・立命館への移管決議を否
決。市長，立命館誘致断念を表明（27日）
　　　市教委，立命館誘致白紙撤回（31日）
４月　市議会自民党会派分裂（17日）
　　　市教委，市岐阜商高廃止方針変えずに議論継続
を決定（22日）
